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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　
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③ 料　金

＜料金表＞

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

坂井市

水道事業

計 画 期 間 ：

17

～

管 路 延 長

0.68

供 用 開 始 年 月 日 平 成 18 年 3 月 20 日

水 源

別添１－1

坂井市　　　　　　　　　　事業経営戦略

事業の現況

　坂井市の料金体系は、固定的にかかる経費として負担していただく基本料金と、水の使用量に応じて必要となる経費を負担してい
ただく従量料金から構成される二部料金制を採用しています。
　今後は、社会情勢の変化や、水需要の減少、更新需要の増大等が見込まれることから、これらの変化に対応できる最適な水道料金
体系や料金水準について、検討していきます。

868

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 65.28

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

6

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 52,200

計 画 給 水 人 口 93,400

現 在 給 水 人 口 91,040
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用

㎥／日

平 成 18 年 3 月 20 日

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道

口径 基本水量 料金 超過水量 料金

13mm 900円

20mm 1,100円

25mm 1,200円

30mm 1,300円

40mm 1,400円

50mm 1,900円

75mm 2,100円

100mm

150mm

基本料金 従量料金

10㎥まで 1㎥につき 130円

3,400円



④ 組　織

＜組織体制＞ ＜職員数・職種・年齢構成等＞

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　建設部長を水道技術管理者とし、建設部に上下水道課が配置され、水道事業の運営については、坂井市職員他、委託会社従事者（お客様センター、施設運転管理）
で行っています。
　坂井市水道事業では、公営企業経営健全化計画の一環として、組織統合や業務の一部を民間に委託する等、状況に応じた経営改革に取り組んできた結果、水道事
業に携わる職員数は減少しています。

これまでの主な経営健全化の取組

■民間活用
　坂井市では、公営企業経営健全化計画の一環として、組織統合や業務の一部民間委託により人件費等の経費削減措置を講じたにもかかわらず、依然財政状況は厳し
いものでありました。そこで、更なる経費削減策として包括的民間委託の検討を進め、平成27年度から実施し、以下の効果が得られました。
　　・滞納整理の強化が図られたことで、委託前より収納率がアップした。
　　・人件費の削減が図られた。
　　・運転管理を民間委託したことで、施設の点検が充実し予防保全措置が行われた結果、多額の修繕費の発生が抑制された。

■アセットマネジメント
　坂井市では、令和元年度に厚生労働省健康局水道課による「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引書」タイプ３Ｃに基づくマクロマネジメント
を行い、中長期な更新需要・財政収支見通しを明らかにし、今後の安定経営に向けた対応策や改善点について検討を行いました。

【経営の健全性・効率性について】
　類似団体平均値と比較すると、①経常収支比率及び⑤料金回収率は低い値となっていることから、給水に係る費用に対して給水収益が少ない経営となっています。さら
に、④企業債残高対給水収益比率は、平成30年度では高い値となっていることから、企業債の発行で今後の事業を進めていくことも厳しい状況であることが分かります。
一方で、⑦施設利用率及び⑧有収率は高い値となっていることから、施設の規模や効率性については良好であると判断できます。

【老朽化状況について】
　類似団体平均値と比較すると、②管路経年化率は僅かに高い値となっており、①有形固定資産減価償却率は大幅に高い値となっていることから、管路のみならず、固
定資産全体の老朽化が進んでいます。さらに、③管路更新率は低い値となっていることから、今後、更新ペースを高める必要があることが分かります。



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３） 料金収入の見通し

　平均供給単価×年間有収水量で推計を行う。
　計画期間10年間で約5千万円減少する見通しです。

水需要の予測

　坂井市における行政区域内人口の推計では、（1）第二次坂井市総合計画による推計の方法、（2）国立社会保障・人口問題研究所による平成27年国勢調査結果に基
づく「日本の地域別将来推計人口(平成30年3月推計)」を用いる方法、（3）過去の実績値の推移に基づいて時系列傾向分析を行う方法を比較した結果、いずれの推計式
を用いた場合でも人口が減少する傾向を示した。
　本検討では、第二次坂井市総合計画は坂井市水道事業ビジョンの上位計画であり、時系列傾向分析において、相関係数が0.971と高い逆ロジスティック曲線式の推計
値とも同様の傾向を示している。
　以上より、今回の推計では第二次坂井市総合計画による推計値を採用する。
　計画期間の10年間で約3,200人減少する見通しです。

給水人口の予測

　用途別（生活用、業務営業用、工場用、新規開発水量、その他）に推計した有収水量を合算し、有効率・有収率・負荷率の推計を行うことで、一日最大給水量及び一日
平均給水量を推計を行う。
　計画期間10年間で一日平均給水量は約2,800㎥/日減少する見通しです。
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（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標

　本来、想定する全事業（以下に示す重点項目）へ投資を行うことが理想的ですが、需要者（市民など）の視点に立って考えると、施
設規模の適正化、投資の優先順位などの精査により、投資額を可能な限り抑えることも必要となります。そこで、配水管更新事業につ
いては、現実に漏水や濁水発生などの直接的な影響が発生していることから、優先順位は高いと判断でき、優先的に実施する必要が
あるが、基幹管路については、災害時などへの事前対策という意味合いがあり、ある程度長期的な視点での取り組みも可能であると
判断し、財政状況を見ながら実施する。

　計画期間内における投資計画の重点項目と取り組み内容は以下のとおりです。
■配水ブロックの再編事業
　羽崎浄水場配水池増設工事等を予定しています。木部配水場整備に始まった配水ブロックの再構築を完了させるためには、継続的な投資が必要となります。

■施設耐震化事業
　春江浄水場全面更新（耐震化）、坂井浄水場と嵩浄水場の配水池、三国配水池、女形谷配水池の耐震補強を予定しています。基幹的な配水池の耐震化事業であり、
非常時の水運用等に不可欠な事業であり、早期の投資が必要となります。

■設備更新事業
　設備更新事業については、これまでも取り組んできた事業ですが、設備関係は施設や管路と比べて耐用年数が短いことから、将来にわたって継続的な投資が必要とな
ります。そのため、長期的な視点で計画的に更新を行う必要があり、重要度や健全度を考慮した個別設備の評価に基づいた設備更新計画を策定しています。今後は、策
定した設備更新計画に則って更新を行います。

■基幹管路整備事業
　非常時における重要性から抽出された基幹管路整備事業であり、導水管、送水管（送配水兼用管も含む）、配水本管・支管（重要給水施設ルート下）を優先的管路と位
置付け、各配水ブロックを接続する連絡管の整備も視野に入れて、更新（耐震化）を行います。

■配水管更新事業
　配水管更新事業については、これまでも取り組んできた事業ですが、市内全域で約868km布設されている管路の更新には、莫大な費用と期間が必要となります。そこ
で、水道資産の大部分を占める管路については、法定耐用年数の1.5倍を更新の目安として、管路状態を考慮し、投資の平準化を図ります。さらに、漏水事故発生防止
等の視点から、特に管路の経年化が著しい地区の管路から優先的に更新を行います。

　坂井市水道事業では、これまで状況に応じた組織改革に取り組んできた結果、少ない職員で効率的に事業運営を行ってきました。現在も包括的民間委託を実施してお
り、事業運営状況を示す指標は、類似団体平均と比較して良好な値を示しています。
　今後も現状の組織体制を維持します。

組織の見通し

　経営の効率化や健全化を図るほか、財政負担を考慮した投資計画や次世代の負担を考慮した財政計画の策定が必要となることから、本市経営戦略の基本方針を以下
のとおり設定します。
【投資計画の基本方針】
　耐震化、老朽化対策という視点から、施設、設備、管路の更新等の投資が必要不可欠である中で、投資試算の検討結果を踏まえたうえで、投資額の抑制、平準化を含
む中長期的な視点での効率的・効果的な投資を基本方針として、投資計画を策定します。
【財政計画の基本方針】
　投資額の増加や水需要の減少に伴う給水収益の減少が見込まれる中で、水道事業の持続が可能となるよう経費削減等の経営努力を前提として、能率的な経営の下に
おける適正な原価を独立採算の原則により賄うことを基本方針として、水道料金の最適化、企業債の発行を行う財政計画を策定します。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

　官民連携は、水道施設の適切な維持管理及び計画的な更新やサービス水準の向上、事業の運営に必要な人員の確
保、コスト削減等、水道の基盤の強化を図るうえでの有効な選択肢の一つであることから、今後検討していきます。

　限りある財源の中で効果的に事業を進めるため、水道資産の大部分を占める管路については、法定耐用年数の1.5倍
を更新の目安として、管路状態を考慮し、投資の平準化を図ります。また、仕様の見直し、工事工法の見直し及び新技術
の活用等を今後も継続的に行うことで、工事コストの縮減や、維持管理費の縮減に加え、施設の長寿命化によるライフサ
イクルコストの低減等の可能性について検討します。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標

　収益的収支は黒字を維持し、補填財源残高も給水収益程度を確保することができ、安定的な水道事業経営が維持できるように、適
切な料金改定と企業債の発行による投資に対する財源確保を行う。

②　収支計画のうち財源についての説明

　計画期間内における財政計画の考え方と取り組み内容は以下のとおりです。
■料金改定
　・料金改定時期は、料金算定期間を5年とし、令和4年度、令和9年度に料金改定を行うものとし、アップ率で評価する。
　・アップ率は、急激な料金高騰を招かないように、次回料金改定年度に収益的収支が赤字となるように設定した結果、令和4年度20％アップ、令和9年度に14％アップす
る必要があります。

■企業債
　・企業債の発行割合は、近年実績発行割合（平均で50％）等を考慮しながら、補填財源残高が年間給水収益程度を維持できるように設定する。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　今後、状況に応じて検討を行います。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　管路は水道資産の大部分を占めることから、ダウンサイジングによる更新費用低減化の効果は大きいことが分かります。
このことから、管路更新を行う際には、将来の水需要の動向を考慮したうえで、口径縮減の可能性を配水管網計算により
検討します。

そ の 他 の 取 組
　坂井市水道事業では、水道台帳のデジタル化を行ったことで、効率的に維持管理を行える体制となっています。今後
も、業務効率化・高度化が図られものについては、積極的にICTの活用を検討します。

　施設の共同化等、地域に応じた事務の効率化を実現するため、広域化等の検討を行います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　投資以外の経費についての積算の考え方は以下のとおりです。
■委託料、修繕費
　実績値に対して物価上昇率を考慮して算出
　※物価上昇率は近年実績より1％と設定

■動力費
　年間給水量×最新実績単価で算出



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

繰 入 金

　経営戦略の進捗は「計画の策定（Plan）→取組の実施（Do）→実施状況の評価（Check）→Act（計画の見直し）」という
PDCAサイクルにより、毎年度、投資・財政計画の進捗管理を実施します。また、5年毎に達成状況の評価を行い、実績と
計画に乖離が生じた場合や、官民連携や広域化等の経営健全化に関する取組が具体化された場合等、必要に応じて中
間見直しを実施します。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

　急激な料金高騰を招かないよう企業債の発行額を検討します。

　実績を考慮し、消火栓の新設分を見込みます。

　投資・財源試算の結果、水道料金の改定が不可欠であることが明らかとなったことから、水道料金体系の見直しを検討
します。なお、実際の料金見直しでは、「坂井市水道料金等検討委員会」により、改定時期や料金体系等について、審議
を経たうえで、「坂井市水道事業給水条例」の改正を行う予定です。

　坂井市水道事業が保有する資産の利活用を推進し、財源の確保を図ります。

そ の 他 の 取 組
　民間委託を行ったことにより、滞納整理の強化が図られたことで、高い収納率となっています。引き続き、確実な料金収
納に努めます。

企 業 債







財 政 収 支 計 画 表 (収 益 的 収 支)
【単位：千円】

　 　 平成29年度
（決算）

平成30年度
（決算）

令和元年度
（決算）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

１. (A) 1,539,842 1,550,530 1,516,087 1,463,086 1,456,706 1,726,350 1,724,147 1,712,869 1,706,855 1,698,151 1,923,966 1,911,717 1,904,435 1,897,390

(1) 1,401,201 1,397,708 1,358,037 1,389,225 1,383,256 1,652,835 1,650,404 1,639,066 1,632,570 1,626,130 1,851,744 1,839,469 1,832,254 1,825,101

(2) (B) 3,263 4,295 7,440 4,661 4,708 4,755 4,803 4,851 4,900 4,949 4,998 5,048 5,098 5,149

(3) 135,378 148,527 150,610 69,200 68,742 68,760 68,940 68,952 69,385 67,072 67,224 67,200 67,083 67,140

２. 153,813 162,255 157,638 146,036 143,266 138,897 133,605 131,818 129,475 125,153 121,986 119,522 118,142 116,540

(1) 40,041 46,764 43,207

40,041 46,764 43,207

(2) 144,839 145,789 139,688 138,015 135,175 130,736 125,373 123,514 121,099 116,704 113,463 110,924 109,469 107,791

(3) 8,974 16,466 17,950 8,021 8,091 8,161 8,232 8,304 8,376 8,449 8,523 8,598 8,673 8,749

(C) 1,693,655 1,712,785 1,673,725 1,609,122 1,599,972 1,865,247 1,857,752 1,844,687 1,836,330 1,823,304 2,045,952 2,031,239 2,022,577 2,013,930

１. 1,641,920 1,654,770 1,666,331 1,704,233 1,719,216 1,708,099 1,736,126 1,764,615 1,788,234 1,809,806 1,861,094 1,896,733 1,920,495 1,953,438

(1) 27,288 31,620 26,982 36,912 36,912 36,912 36,912 36,912 36,912 36,912 36,912 36,912 36,912 36,912

15,367 17,345 15,200 26,188 26,188 26,188 26,188 26,188 26,188 26,188 26,188 26,188 26,188 26,188

11,921 14,275 11,782 10,724 10,724 10,724 10,724 10,724 10,724 10,724 10,724 10,724 10,724 10,724

(2) 1,028,325 1,044,392 1,033,194 1,057,466 1,067,657 1,077,885 1,090,190 1,098,503 1,108,853 1,119,238 1,131,780 1,140,124 1,150,622 1,161,159

42,992 43,043 43,997 44,330 44,041 43,756 43,594 43,246 42,980 42,714 42,572 42,196 41,938 41,683

80,608 103,893 87,394 116,231 117,393 118,567 119,753 120,951 122,161 123,383 124,617 125,863 127,122 128,393

664,134 664,134 665,953 678,438 685,591 692,743 701,813 707,047 714,199 721,352 730,500 735,656 742,808 749,960

240,591 233,322 235,850 218,467 220,632 222,819 225,030 227,259 229,513 231,789 234,091 236,409 238,754 241,123

(3) 586,307 578,758 606,155 609,855 614,647 593,302 609,024 629,200 642,469 653,656 692,402 719,697 732,961 755,367

２. 66,761 64,037 64,054 62,780 59,636 56,468 60,351 62,579 65,940 69,706 75,142 81,766 87,716 91,133

(1) 65,701 61,388 62,148 62,780 59,636 56,468 60,351 62,579 65,940 69,706 75,142 81,766 87,716 91,133

(2) 1,060 2,649 1,906

(D) 1,708,681 1,718,807 1,730,385 1,767,013 1,778,852 1,764,567 1,796,477 1,827,194 1,854,174 1,879,512 1,936,236 1,978,499 2,008,211 2,044,571

(E) △ 15,026 △ 6,022 △ 56,660 △ 157,891 △ 178,880 100,680 61,275 17,493 △ 17,844 △ 56,208 109,716 52,740 14,366 △ 30,641

(F)

(G) 771 796 469 474 479 484 489 494 499 504 509 514 519 524

(H) △ 771 △ 796 △ 469 △ 474 △ 479 △ 484 △ 489 △ 494 △ 499 △ 504 △ 509 △ 514 △ 519 △ 524

(E)+(H) △ 15,797 △ 6,818 △ 57,129 △ 158,365 △ 179,359 100,196 60,786 16,999 △ 18,343 △ 56,712 109,207 52,226 13,847 △ 31,165

(I) 46,939 40,121 △ 203,380 △ 372,318 △ 254,708 △ 169,419 △ 121,025 △ 100,983 △ 112,320

(J) 2,288,516 3,320,705 2,421,188 2,445,653 2,470,878 2,397,725 2,405,566 2,340,121 2,276,395 2,151,148 2,201,820 2,232,904 2,326,529 2,045,498

67,371 129,740 54,401 54,000 54,000 54,000 54,000 54,000 54,000 54,000 54,000 54,000 54,000 54,000

(K) 470,648 1,153,016 415,065 486,726 489,987 486,052 494,842 503,303 510,735 517,714 533,339 544,980 553,164 563,180

309,871 266,202 262,462 243,317 252,802 246,205 263,342 250,849 235,827 225,863 244,052 261,988 280,609 296,519

137,810 877,586 143,266 143,000 143,000 143,000 143,000 143,000 143,000 143,000 143,000 143,000 143,000 143,000

(I)

(A)-(B)

(M) 1,536,579 1,546,235 1,508,647 1,458,425 1,451,998 1,721,595 1,719,344 1,708,018 1,701,955 1,693,202 1,918,968 1,906,669 1,899,337 1,892,241

- -

事 業 の 規 範

健全化法第22条により算定した
((N)/(P)×100)

資 金 不 足 比 率

健全化法施行令第17条により算定した
資 金 の 不 足 額 （P)

解 消 可 能 資 金 不 足 額

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 未 払 金

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

累 積 欠 損 金 比 率 （

地方財政法施行令第15条第１項により算
定 し た

99.999.9×100

損
　
　
　
益
　
　
　
的
　
　
　
収
　
　
　
支

(F)-(G)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

当 年 度 純 利 益 ( 又 は 純 損 益 )

減 価 償 却 費

支 払 利 息

そ の 他

収 入 計

支 出 計

収
　
益
　
的
　
支
　
出

収
　
益
　
的
　
収
　
入

(C)-(D)経 常 損 益

営 業 外 収 益

補 助 金

受 託 工 事 収 益

そ の 他

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

職 員 給 与 費

営 業 収 益

営 業 費 用

そ の 他

営 業 外 費 用

基 本 給

退 職 給 与 費

経 費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

料 金 収 入

受 水 費

）

(L)
資 金 不 足 額

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額 （N)
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第6条に規定する
（O)

(A)-(B)営業収益－受託工事収益

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

資 金 不 足 の 比 率
((L)/(M)×100)

99.7 99.9 99.9- - - 99.9 - -99.9



財 政 収 支 計 画 表 (資 本 的 収 支)

（単位：千円）

　 　
平成29年度
（決算）

平成30年度
（決算）

令和元年度
（決算）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

１. 526,300 1,351,000 346,000 148,800 149,600 743,500 563,500 630,300 613,300 717,400 799,000 749,100 546,700 753,800

２.

３.

４. 498 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

５.

６.

７.

８. 984 23,578 3,815

９. 50,000 140,000 100,000 50,000 50,000

(A) 577,782 1,514,578 449,815 199,800 200,600 744,500 564,500 631,300 614,300 718,400 800,000 750,100 547,700 754,800

(B)

(C) 577,782 1,514,578 449,815 199,800 200,600 744,500 564,500 631,300 614,300 718,400 800,000 750,100 547,700 754,800

１. 608,125 1,581,467 410,606 249,127 250,336 1,240,321 940,327 1,051,644 1,023,172 1,196,813 1,332,719 1,249,507 912,316 1,508,743

26,538 17,441 23,122

２. 313,580 309,871 266,202 257,738 243,317 252,802 246,205 263,342 250,849 235,827 225,863 244,052 261,988 280,609

３.

４.

５. 235 300,000

(D) 921,940 1,891,338 976,808 506,865 493,653 1,493,123 1,186,532 1,314,986 1,274,021 1,432,640 1,558,582 1,493,559 1,174,304 1,789,352

(D)-
(C)

(E) 344,158 376,760 526,993 307,065 293,053 748,623 622,032 683,686 659,721 714,240 758,582 743,459 626,604 1,034,552

１. 301,122 261,416 230,669 146,219 274,888 635,915 536,596 588,130 566,753 605,487 637,474 629,915 543,714 897,442

２. 142,791

３. 262,408

４. 43,036 115,344 33,916 18,055 18,165 112,708 85,436 95,556 92,968 108,753 121,108 113,544 82,890 137,110

(F) 344,158 376,760 526,993 307,065 293,053 748,623 622,032 683,686 659,721 714,240 758,582 743,459 626,604 1,034,552

(E)-(F)

(G)

(H) 4,071,553 5,112,682 5,192,480 5,173,142 5,079,425 5,570,123 5,887,418 6,254,376 6,616,827 7,098,400 7,671,537 8,176,585 8,461,297 8,934,488

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　度
平成29年度
（決算）

平成30年度
（決算）

令和元年度
（決算）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

40,041 46,764 43,207 50,834 47,848 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000

40,041 46,764 43,207 50,834 47,848 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000 44,000

498 460 1,090 500 500 500 500 500 500 500 500 500

498 460 1,090 500 500 500 500 500 500 500 500 500

40,539 46,764 43,207 51,294 48,938 44,500 44,500 44,500 44,500 44,500 44,500 44,500 44,500 44,500

計

資
本
的
支
出

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資
 
本
 
的
 
収
 
入

(A)-(B)

(A)のうち翌年度へ繰り越される
支出の財源充当額

純　　　計

計

補 填 財 源 不 足 額

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

計

補
填
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分


